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自動車検査員教習試験問題

（基礎法令・整備関係法令）
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【注意事項】

１．問題用紙は、試験開始の合図があるまで開いてはいけません。

２．試験時間は７５分間です。

３．問題用紙と答案用紙は別になっています。解答は必ず答案用紙に記入すること。

４．答案用紙に氏名等の記入がない場合は失格となります。

５．試験会場から退場するときは、答案用紙のみを提出して問題用紙は持ち帰ること。

６．その他、試験員の指示に従って受検すること。
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問題１ 次の各々の文は、道路運送車両法（以下「法」という。）及び関係法令に規定

されている事項に関して述べたものである。各文の【①】～【④】のあてはまる

字句の組合せとして適切なものを選び、その記号を記入しなさい。

１．この法律は、道路運送車両に関し、所有権についての【 ① 】を行い、並びに

【 ② 】及び公害の防止その他の【 ③ 】並びに整備についての【 ④ 】を

図り、併せて自動車の整備事業の健全な発達に資することにより、公共の福祉を増

進することを目的とする。

① ② ③ ④

ア 証明等 快適性の確保 温暖化の防止 技術の向上

イ 公証等 安全性の確保 環境の保全 技術の向上

ウ 公証等 快適性の確保 環境の保全 新技術の発展

エ 証明等 安全性の確保 温暖化の防止 新技術の発展

２．この法律に規定する普通自動車、【 ① 】、軽自動車、大型特殊自動車及び小

型特殊自動車の別は、自動車の大きさ及び【 ② 】並びに原動機の【 ③ 】及

び総排気量又は【 ④ 】を基準として国土交通省令で定める。

① ② ③ ④

ア 小型自動車 車両重量 規格 馬力

イ 小型自動車 構造 種類 定格出力

ウ 乗用自動車 構造 規格 馬力

エ 乗用自動車 車両重量 種類 定格出力

３．何人も、国土交通大臣若しくは【 ① 】者が取付けをした封印又はこれらの者

が封印の取付けをした自動車【 ② 】は、これを取り外してはならない。ただし、

【 ③ 】のため特に必要があるときその他の国土交通省令で定める【 ④ 】事

由に該当するときは、この限りでない。

① ② ③ ④

ア 番号標交付代行 登録番号標 新規検査 特異な

イ 封印取付受託 登録番号標 整備 やむを得ない

ウ 番号標交付代行 車両番号標 整備 特異な

エ 封印取付受託 車両番号標 新規検査 やむを得ない
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４．何人も、自動車の車台番号又は原動機の型式の打刻を【 ① 】し、その他車台

番号又は原動機の型式の【 ② 】を困難にするような行為をしてはならない。但

し、【 ③ 】のため特に必要な場合その他やむを得ない場合において、国土交通

大臣の許可を受けたとき、又は法第３２条の規定による【 ④ 】を受けたときは、

この限りでない。

① ② ③ ④

ア 塗まつ 同一性確認 新規登録 命令

イ まっ消 同一性確認 整備 指導

ウ まっ消 識別 新規登録 指導

エ 塗まつ 識別 整備 命令

５．自動車は、【 ① 】又は【 ② 】について、国土交通省令で定める【 ③ 】

又は公害防止その他の環境保全上の【 ④ 】に適合するものでなければ、運行の

用に供してはならない。

① ② ③ ④

ア 乗車定員 最大積載量 保安上 技術基準

イ 構造 装置 保安上 技術基準

ウ 乗車定員 装置 安全上 保安基準

エ 構造 最大積載量 安全上 保安基準

６．法第４０条から第４２条まで、第４４条及び第４５条の規定による【 ① 】又

は公害防止その他の環境保全上の【 ② 】（以下「保安基準」という。）は、道

路運送車両の構造及び装置が運行に十分堪え、操縦その他の使用のための作業に

【 ③ 】であるとともに、通行人その他に危害を与えないことを確保するもので

なければならず、かつ、これにより【 ④ 】又は使用者に対し、自動車の製作又

は使用について不当な制限を課することとなるものであってはならない。

① ② ③ ④

ア 安全上 保安基準 安全 整備事業者

イ 保安上 技術基準 安全 製作者

ウ 保安上 保安基準 快適なもの 整備事業者

エ 安全上 技術基準 快適なもの 製作者
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７．自動車は、自動車検査証を【 ① 】、かつ、国土交通省令で定めるところによ

り検査標章を【 ② 】しなければ、運行の用に供してはならない。

また、検査標章は、当該自動車検査証がその【 ③ 】を失ったとき、又は継続

検査、臨時検査若しくは【 ④ 】の結果、当該自動車検査証の返付を受けること

ができなかったときは、当該自動車に【 ② 】してはならない。

① ② ③ ④

ア 備え付け 備え付け 有効期間 構造等変更検査

イ 備え付け 表示 効力 構造等変更検査

ウ 保有し 表示 有効期間 予備検査

エ 保有し 備え付け 効力 予備検査

８．限定自動車検査証は、当該限定自動車検査証の【 ① 】を受けている自動車に

係る自動車登録ファイルに【 ② 】され、又は自動車検査証返納証明書に【 ③ 】

された構造等に関する事項について【 ④ 】があったときは、その効力を失う。

① ② ③ ④

ア 返付 登録 記載 書換

イ 交付 記録 記載 変更

ウ 返付 記録 格納 変更

エ 交付 登録 格納 書換

９．自動車の【 ① 】が法第６２条第２項の継続検査（第６７条第４項において準

用する構造等変更検査の場合を含む。）の規定により自動車検査証の【 ② 】を

受けようとする場合（検査対象軽自動車又は二輪の小型自動車の【 ① 】にあっ

ては、第６２条第２項の規定により自動車検査証の【 ② 】を受けようとする場

合に限る。）には、当該自動車の【 ① 】は、当該自動車の【 ③ 】が当該自

動車について現に自動車税又は【 ④ 】の滞納（天災その他やむを得ない事由に

よるものを除く。）がないことを証するに足る書面を提示しなければならない。

① ② ③ ④

ア 所有者 返付 使用者 軽自動車税

イ 使用者 交付 所有者 自動車重量税

ウ 所有者 交付 使用者 自動車重量税

エ 使用者 返付 所有者 軽自動車税
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１０．何人も、法第５８条第１項の規定により有効な【 ① 】の交付を受けている自

動車又は第９７条の３第１項の規定により使用の届出を行っている検査対象外軽自

動車について、自動車又はその部分の【 ② 】、装置の【 ③ 】又は取り外し

その他これらに類する行為であって、当該自動車が【 ④ 】に適合しないことと

なるものを行ってはならない。

① ② ③ ④

ア 登録事項通知書 改造 備え付け 保安基準

イ 登録事項通知書 整備 取付け 審査事務規程

ウ 自動車検査証 改造 取付け 保安基準

エ 自動車検査証 整備 備え付け 審査事務規程

１１．法第３条に規定する軽自動車の大きさ及び構造並びに原動機の種類及び総排気量

又は定格出力は下表（道路運送車両法施行規則別表第１（抜粋））のとおりである。

自動車 自動車の構造及び原動機 自動車の大きさ

の種別 長さ 幅 高さ

軽 二輪自動車（側車付二輪自動車を含む。）以 ３．４０【 ② 】【 ③ 】

自 外の自動車及び被けん引自動車で自動車の大 メートル メートル メートル

動 きさが右欄に該当するもののうち大型特殊自 以下 以下 以下

車 動車及び小型特殊自動車以外のもの（内燃機

関を原動機とする自動車にあっては、その総

排気量が【 ① 】リットル以下のものに限

る。）

二輪自動車（側車付二輪自動車を含む。）で ２．５０ １．３０ ２．００

自動車の大きさが右欄に該当するもののうち メートル メートル メートル

大型特殊自動車及び小型特殊自動車以外のも 以下 以下 以下

の（内燃機関を原動機とする自動車にあって

は、その総排気量が【 ④ 】リットル以下

のものに限る。）

① ② ③ ④

ア ０．６６０ １．４９ ２．５０ ０．１２５

イ ０．９９０ １．４８ ２．５０ ０．２５０

ウ ０．６６０ １．４８ ２．００ ０．２５０

エ ０．９９０ １．４９ ２．００ ０．１２５
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１２．法第４９条第２項の分解整備とは、次の各号のいずれかに該当するものをいう。

一 原動機を【 ① 】て行う自動車の整備又は改造

二 【 ② 】のクラッチ（二輪の小型自動車のクラッチを除く。）、トランス

ミッション、プロペラ・シャフト又はデファレンシャルを【 ① 】て行う自

動車の整備又は改造

三 走行装置のフロント・アクスル、前輪独立懸架装置（ストラットを除く。）

又はリア・アクスル・シャフトを【 ① 】て行う自動車（二輪の小型自動車

を除く。）の整備又は改造

四 【 ③ 】のギヤ・ボックス、リンク装置の連結部又はかじ取りホークを

【 ① 】て行う自動車の整備又は改造

五 制動装置のマスタ・シリンダ、バルブ類、ホース、パイプ、倍力装置、ブレ

ーキ・チャンバ、ブレーキ・ドラム（二輪の小型自動車のブレーキ・ドラムを

除く。）若しくはディスク・ブレーキのキャリパを【 ① 】、又は二輪の小

型自動車のブレーキ・ライニングを交換するためにブレーキ・シューを【 ① 】

て行う自動車の整備又は改造

六 緩衝装置のシャシばね（コイルばね及びトーションバー・スプリングを除

く。）を【 ① 】て行う自動車の整備又は改造

七 けん引自動車又は被けん引自動車の【 ④ 】（トレーラ・ヒッチ及びボー

ル・カプラを除く。）を取り外して行う自動車の整備又は改造

① ② ③ ④

ア 取り外し 動力伝達装置 かじ取り機能 牽引機構

イ 脱着し 動力連結装置 かじ取り装置 牽引機構

ウ 取り外し 動力伝達装置 かじ取り装置 連結装置

エ 脱着し 動力連結装置 かじ取り機能 連結装置

１３．法第３６条（法第７３条第２項において準用する場合を含む。）の規定による臨

時運行許可番号標及びこれに記載された番号の表示は、自動車の運行中臨時運行許

可番号標に記載された【 ① 】が判読できるように、臨時運行許可番号標を自動

車の【 ② 】の【 ③ 】位置に確実に取り付けることによって行うものとする。

ただし、二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車、被牽引自動車又は国土交通

大臣の指定する大型特殊自動車にあっては、【 ④ 】の臨時運行許可番号標を省

略することができる。

① ② ③ ④

ア 数字 前面又は後面 見やすい 前面

イ 番号 前面及び後面 取付やすい 前面又は後面

ウ 数字 前面又は後面 取付やすい 前面又は後面

エ 番号 前面及び後面 見やすい 前面
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１４．運輸監理部長又は運輸支局長は、法第５４条の２第１項の規定により必要な整備

を行うべきことを【 ① 】自動車が滅失し、【 ② 】し（整備又は改造のため

に【 ② 】する場合を除く。）若しくは自動車の【 ③ 】したとき又は当該自

動車の車台が当該自動車の新規登録の際存したものでなくなったときは、当該

【 ④ 】を取り消すことができる。

① ② ③ ④

ア 命じた 解体 用途を廃止 命令

イ 指示した 修理 運行を中止 命令

ウ 命じた 修理 運行を中止 通告

エ 指示した 解体 用途を廃止 通告

１５．自動車検査証の有効期間の起算日は、当該自動車検査証を【 ① 】又は当該自

動車検査証に有効期間を【 ② 】とする。ただし、自動車検査証の有効期間が満

了する日の【 ③ 】から当該期間が満了する日までの間に継続検査を行い、当該

自動車検査証に有効期間を記入する場合は、当該自動車検査証の有効期間が満了す

る【 ④ 】とする。

① ② ③ ④

ア 交付する日 記入する日 一月前 日の翌日

イ 交付する日 追記した日 一月前 日の前日

ウ 返納した日 追記した日 ４５日前 日の翌日

エ 返納した日 記入する日 ４５日前 日の前日
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問題２ 次の各々の文は、道路運送車両法（以下「法」という。）及び関係法令等に規

定されている道路運送車両の点検及び整備に関して述べたものである。各文の

【 】の中に適切な字句を下枠から選び、その記号を記入しなさい。なお、同じ

記号を複数回使用しても差し支えない。

１．自動車の使用者は、自動車の点検をし、及び必要に応じ整備をすることにより、

当該自動車を保安基準に適合するように【 ① 】しなければならない。

２．自動車の使用者は、自動車の【 ② 】、運行時の状態等から判断した適切な時

期に、国土交通省令で定める技術上の基準により、灯火装置の点灯、制動装置の作

動その他の日常的に点検すべき事項について、目視等により自動車を点検しなけれ

ばならない。

３．自動車の使用者は、点検整備記録簿を当該自動車に備え置き、当該自動車につい

て法第４８条の規定により点検又は整備をしたときは、遅滞なく、次に掲げる事項

を記載しなければならない。

一 点検の年月日

二 点検の結果

三 整備の概要

四 【 ③ 】を完了した年月日

五 その他国土交通省令で定める事項

４．地方運輸局長は、自動車の使用者が法第５４条第１項の規定（整備命令等）によ

る命令又は指示に従わない場合において、当該自動車が保安基準に適合しない状態

にあるときは、当該自動車の【 ④ 】を停止することができる。

５．地方運輸局長は、自動車（小型特殊自動車を除く。）が保安基準に適合しない状

態にあり、かつ、その原因が自動車又はその部分の改造、装置の【 ⑤ 】その他

これらに類する行為に起因するものと認められるときは、当該自動車の使用者に対

し、保安基準に適合させるために必要な整備を行うべきことを命ずることができる。

この場合において、地方運輸局長は、当該自動車の使用者に対し、当該自動車が保

安基準に適合するに至るまでの間の運行に関し、当該自動車の使用の方法又は経路

の制限その他の保安上又は公害防止その他の環境保全上必要な指示をすることがで

きる。

６．法第５５条第１項の自動車整備士の技能検定は、申請者が保安基準その他の自動

車の整備に関する知識及び技能を有するかどうかを学科試験及び【 ⑥ 】により

判定することによって行う。
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７．国土交通大臣は、自動車を使用し、又は運行する者が、自動車の点検及び整備の

実施の方法を容易に理解することができるようにするため、次に掲げる事項を内容

とする【 ⑦ 】を作成し、これを公表するものとする。

一 法第４７条の２第１項及び第２項（日常点検整備）並びに第４８条第１項（定

期点検整備）の規定による点検の実施の方法

二 前号に規定する点検の結果必要となる整備の実施の方法

三 前２号に掲げるもののほか、点検及び整備に関し必要な事項

８．自動車点検基準別表第１において、事業用自動車、自家用貨物自動車等の日常点

検では、【 ⑧ 】において異状が認められた箇所を点検し、当該箇所に異状がな

いことを点検することが示されている。

９．国土交通省告示「自動車の点検及び整備に関する手引き」において、大型車のデ

ィスク・ホイールを取付けた後、ディスク・ホイールの取付状態に適度な馴染みが

生じる走行後に規定トルクでホイール・ナットを締め付けることについては、

【 ⑨ 】㎞走行後が最も望ましいとされている。

１０．法第４９条第１項第５号の国土交通省令で定める事項（点検整備記録簿の記載事

項）は、次のとおりとする。

一 登録自動車にあっては自動車登録番号、法第６０条第１項後段の車両番号の

指定を受けた自動車にあっては車両番号、その他の自動車にあっては車台番号

二 点検又は分解整備時の【 ⑩ 】

三 点検又は整備を実施した者の氏名又は名称及び住所（点検又は整備を実施し

た者が使用者と同一の者である場合にあっては、その者の氏名又は名称）

ア．維持 イ．運行 ウ．運送時 エ．管理 オ．交換部品

カ．使用 キ．使用年数 ク．実技試験 ケ．実施要領

コ．取付又は取り外し サ．手引 シ．譲渡 ス．整備

セ．総走行距離 ソ．走行距離 タ．点検 チ．備え付け

ツ．養成講座終了の有無 テ．５～１０ ト．１０～１５

ナ．５０～１００
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問題３ 次の各々の文は、道路運送車両法（以下「法」という。）及び関係法令又は通

達等に規定されている自動車の整備事業に関して述べたものである。各文の【 】

の中に適切な字句をそれぞれの枠内から選び、その記号を記入しなさい。

１．自動車分解整備事業を経営しようとする者は、自動車分解整備事業の【 ① 】

及び分解整備を行う事業場ごとに、地方運輸局長の認証を受けなければならない。

また、自動車分解整備事業の認証は、対象とする自動車の【 ① 】を指定し、

その他業務の範囲を限定して行うことができる。

ア．区別 イ．類別 ウ．条件 エ．種類 オ．種別

２ ． 自動車分解整備事業者は、【 ② 】を行う場合においては、当該自動車の

【 ② 】に係る部分が保安基準に適合するようにしなければならない。

ア．定期点検 イ．分解整備 ウ．点検整備 エ．車検 オ．検査

３．法第８０条第１項第１号に規定する自動車分解整備事業の事業場の設備及び従業

員の基準は、次のとおりとする。

一 事業場は、常時分解整備をしようとする自動車を収容することができる十分

な場所を有し、かつ、別表第４に掲げる規模の屋内作業場及び車両置場を有す

るものであること。

二 屋内作業場のうち、車両整備作業場及び点検作業場の天井の高さは、対象と

する自動車について分解整備又は点検を実施するのに十分であること。

三 屋内作業場の床面は、平滑に舗装されていること。

四 事業場は、別表第５に掲げる作業機械等を備えたものであり、かつ、当該作

業機械等のうち国土交通大臣の定めるものは、国土交通大臣が定める技術上の

基準に適合するものであること。

五 事業場には、【 ③ 】の分解整備に従事する従業員を有すること。

六 事業場において分解整備に従事する従業員のうち、少なくとも１人の自動車

整備士技能検定規則 の規定による一級又は二級の自動車整備士の技能検定（当

該事業場が原動機を対象とする分解整備を行う場合にあっては、二級自動車シ

ャシ整備士の技能検定を除く。第６２条の２の２第１項第５号において同じ。）

に合格した者を有し、かつ、一級、二級又は三級の自動車整備士の技能検定に

合格した者の数が、従業員の数を４で除して得た数（その数に１未満の端数が

あるときは、これを１とする。）以上であること。

ア．１人 イ．２人以上 ウ．３人以上 エ．４人以上

オ．５人以上
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４．自動車分解整備事業者は、法第４８条に規定する点検又は整備の作業を行う事業

場において、当該作業に係る【 ④ 】を依頼者の見やすいように掲示しなければ

ならない。

ア．作業要領 イ．点数表 ウ．作業時間 エ．料金 オ．交換部品

５．地方運輸局長は、自動車分解整備事業者の申請により、自動車分解整備事業の認

証を受けた事業場であって、自動車の整備について法第９４条第１項の国土交通省

令で定める基準に適合する設備、技術及び【 ⑤ 】を有するほか、国土交通省令

で定める基準に適合する自動車の検査の設備を有し、かつ、確実に第９４条の４第

１項の自動車検査員を選任して第９４条の５第１項の自動車の点検及び整備につい

て検査をさせると認められるものについて、指定自動車整備事業の指定をすること

ができる。

ア．車両置場 イ．管理組織 ウ．資金 エ．資本 オ．屋内作業場

６．地方運輸局長は、法第９４条の２第１項の設備、技術及び【 ⑥ 】が同項に規

定する基準に適合していないと認めるときは、当該指定自動車整備事業者に対し、

その是正のために必要な措置をとるべきことを命ずることができる。

ア．車両置場 イ．管理組織 ウ．資金 エ．資本 オ．屋内作業場

７．自動車検査員その他第９４条の５第１項及び第９４条の５の２第１項の証明その

他の保安基準適合証、保安基準適合標章及び限定保安基準適合証の交付の業務に従

事する指定自動車整備事業者並びにその役員及び職員は、刑法その他の罰則の適用

については、法令により【 ⑦ 】に従事する職員とみなす。

ア．公務 イ．公共の福祉 ウ．組合 エ．整備振興会 オ．会社

８．優良自動車整備事業者の認定を申請する者は、次に掲げる事項を記載した申請書

を地方運輸局長に提出しなければならない。

一 申請者の氏名又は名称及び住所

二 事業場の名称及び所在地

三 受けようとする認定の種類

四 実施している整備作業の範囲

五 事業場管理責任者の氏名及び略歴

六 【 ⑧ 】の氏名及び略歴

七 工員の構成及びその技能程度

ア．全工員 イ．整備主任者 ウ．自動車検査員 エ．工場長

オ．主任技術者
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９．法第９４条の２の規程に基づき指定自動車整備事業の指定の申請をする者は、次

に掲げる事項を記載した申請書を地方運輸局長に提出しなければならない。

一 申請者の氏名又は名称及び住所

二 事業場の名称及び所在地

三 法第９４条の２第２項において準用する法第７８条第２項の規定により対象

とする自動車の種類の指定その他業務の範囲の限定を受けようとする者にあっ

ては、その内容

四 認証を受けた自動車分解整備事業の種類及び認証番号並びに法第７８条第２

項の規定により対象とする自動車の種類の指定その他業務の範囲の限定を受け

ている者にあっては、その内容

五 優良自動車整備事業者の認定を受けている者にあっては、その種類及び認定

番号

六 優良自動車整備事業者の認定を受けていない者にあっては、次に掲げる事項

イ 実施している整備作業の範囲

ロ 事業場管理責任者の氏名及び略歴

ハ 【 ⑨ 】の氏名及び略歴

ニ 工員の構成及びその技能程度

ア．全工員 イ．整備主任者 ウ．自動車検査員 エ．工場長

オ．主任技術者

１０．法第９４条の２第１項に規定する指定自動車整備事業者の自動車の検査の設備の

基準は、次のとおりとする。

一 法第９４条の５第４項の検査をするために必要な屋内作業場を事業場内に有

すること。

二 対象とする種類の自動車を検査することができる自動車検査用機械器具であ

って、次に掲げるものを備えていること。ただし、対象とする自動車の種類の

うちに、四輪以上の自動車が含まれていない場合にはイ、軽油を燃料とする自

動車が含まれていない場合にはチにそれぞれ掲げるものを、対象とする自動車

が軽油を燃料とする自動車のみに限定されている場合にはヘ及びトに掲げるも

のを備えなくてもよい。

イ ホイール・アライメント・テスタ又はサイドスリツプ・テスタ

ロ ブレーキ・テスタ

ハ 前照灯試験機

ニ 音量計

ホ 速度計試験機

ヘ 一酸化炭素測定器

ト 炭化水素測定器

チ 【 ⑩ 】

ア．黒煙測定器又はオパシメーター イ．黒煙測定器及びオパシメーター

ウ．ＰＭ測定器 エ．粒子状物質測定器 オ．Ｎｏｘ・ＰＭ測定器
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１１．法第９４条の４第３項の規定による自動車検査員の選任届出書には、次に掲げる

事項を記載しなければならない。

一 【 ⑪ 】の氏名又は名称及び住所

二 自動車検査員の選任に係る事業場の名称及び所在地

三 自動車検査員の氏名及び生年月日

四 法第９４条の４第２項ただし書の規定により他の事業場の自動車検査員を届

出に係る事業場の自動車検査員として選任しようとする場合にあっては、当該

他の事業場の名称及び所在地

ア．整備主任者 イ．他の自動車検査員 ウ．届出者 エ．代理申請人

オ．事業場管理責任者

１２．法第９４条の５第１項及び法第９４条の５の２第１項の規定に基づく自動車検査

員の保安基準に適合する旨の証明は、自動車検査員が保安基準適合証及び保安基準

適合標章又は限定保安基準適合証に【 ⑫ 】することにより行う。

ア．記名 イ．押印 ウ．記名し、及び押印 エ．記名し、又は押印

オ．記名し、若しくは押印

１３．法第９４条の６第１項第５号に規定する指定整備記録簿の記載事項のうち、保安

基準適合証、保安基準適合標章及び限定保安基準適合証に関する事項は、保安基準

適合証、保安基準適合標章及び限定保安基準適合証の【 ⑬ 】とする。

ア．交付年月日 イ．購入年月日 ウ．残枚数 エ．累計発行枚数

オ．番号

１４．【 ⑭ 】は、地方運輸局長から自動車検査員に対し研修を行なう旨の通知を受

けたときは、自動車検査員に当該研修を受けさせなければならない。

ア．指定自動車整備事業者 イ．事業場管理責任者 ウ．統括管理責任者

エ．工場長 オ．整備主任者

１５．道路運送車両法第９４条の５第１項の規定により、指定自動車整備事業者に保安

基準適合証及び保安基準適合標章の交付を請求しようとする者は、当該指定自動車

整備事業者に対して、自動車損害賠償責任保険証明書を【 ⑮ 】しなければなら

ない。

ア．引き渡し イ．発行 ウ．提出 エ．提示 オ．届出
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１６．指定自動車整備事業における対象自動車の【 ⑯ 】の指定は、当該自動車分解

整備事業者が認証の際に指定された対象自動車の【 ⑯ 】の範囲内であること。

ア．種類 イ．条件 ウ．車両重量 エ．軸重 オ．用途

１７．自動車検査員は、法第９４条の５第４項の検査を行う際には、「自動車検査独立

行政法人法」（平成１１年１２月２２日法第２１８号）第１２条第１項に定める審

査事務の実施に関する規程に準じて検査を行うとともに、自動車登録番号標又は車

両番号標及び【 ⑰ 】についての確認を行うこと。

ア．封印 イ．番号標の取付位置 ウ．番号標の視認性 オ．検査標章

オ．車体表示

１８．指定自動車整備事業規則第１１条の規程に基づく自動車検査用機械器具の変更に

係る届出書の添付書類の一つとしてとして、変更した自動車検査用機械器具の

【 ⑱ 】、型式、能力、数を記載した書面を提出すること。

ア．制作者名 イ．通称名 ウ．名称 エ．認定番号 オ．製造番号

１９．法第９４条の２に基づく指定自動車整備事業の指定に係る設備（自動車の検査の

設備を除く。）、技術及び管理組織のうち、当該事業場の保有する工員の数は

【 ⑲ 】であること。ただし、対象自動車の種類に車両総重量８ｔ以上、最大積

載量５ｔ以上又は乗車定員３０人以上の車両を含む場合には、５人以上であること。

ア．４人以下 イ．４人 ウ．４人以上 エ．５人 オ．５人以下

２０．現に指定自動車整備事業を営んでいない自動車分解整備事業者が、新たに指定自

動車整備事業の指定を受けようとする場合、自動車検査の実績における月平均の持

込台数（持込総数／期間（月））が基準以上であり、かつ、再検査台数は、持込総

数の【 ⑳ 】であること。

ア．３％以下 イ．３％以上 ウ．１／３以下 エ．１／３０以下

オ．３０％



- 14 -

問題４ 次の各々の文は、道路運送車両法（以下「法」という。）及び関係法令等に基

づく通達に規定されている指定自動車整備事業に関して述べたものである。各文

の【 】の中に適切な字句を記入しなさい。

１．指定自動車整備事業規則第１２条第１項の規定に基づく自動車検査用機械器具に

ついて、備え付けの日（平成２４年２月９日）に校正を実施した場合、校正の有効

期間の満了する日は【 ① 】となる。

２．自動車検査証の有効期間の満了日が平成２４年２月９日であって、新たに締結し

た自動車損害賠償責任保険の保険期間が平成２５年２月１０日までとなっている自

家用貨物自動車の継続検査において、自動車検査員が平成２４年２月８日に完成検

査を行い、指定自動車整備事業者が保安基準適合証を平成２４年２月９日に交付す

る場合、当該保安基準適合証の最終の検査申請日は【 ② 】である。

３．自動車検査員は、法第９４条の５第２項の検査の確認時において、検査車両の走

行距離計表示値と分解整備記録簿に記載されている総走行距離の数値が同一である

かを確認するが、この場合において、検査車両の走行距離計表示値から分解整備記

録簿に記載されている総走行距離の数値を減じた値が【 ③ 】㎞以下のものは同

一であるとみなすものとする。

４．自動車検査員が完成検査の確認時において、関係通達に基づき保安基準適合証及

び保安基準適合証（控）の余白に、総走行距離を記載する場合、【 ④ 】㎞単位

以下の数値は「００㎞」として記載するものとする。

５．自動車検査員が、平成１１年８月３１日に登録された自動車について、すれ違い

用前照灯（カットオフ有り）の検査を行ったところ下左のとおりであった。この結

果を関係通達に規定する記載要領に従って下右の記録簿に正確に記入（字句の記入、

及び該当箇所に○をつける等）しなさい。なお、該当しない箇所は斜線としなさい。

また、この結果による検査の適否を判定して「検査結果」欄の該当する方に○をつ

けなさい。

前 照 灯

前照灯（右） 前照灯（左） 右 左

取付 取

高さ ７５㎝ ７５㎝ 付

高

光軸 下 ３㎝ 下 ４㎝ さ ㎝ ㎝

左 ５㎝ 右 ２０㎝ 下 下

光度 ８２００ｃｄ ８４００ｃｄ 光 ㎝ ㎝

軸 左・右 左・右

㎝ ㎝

主×１００ 主×１００

光 ｃｄ ｃｄ

度 副×１００ 副×１００

ｃｄ ｃｄ

検査結果 適 ・ 否



答案用紙（基礎法令・整備関係法令）

受講 氏 名
番号 生年月日 昭・平 年 月 日

問題１ 適切な記号を記入しなさい。
１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ １０

イ イ イ エ ア イ イ イ エ ウ

１１ １２ １３ １４ １５

ウ ウ エ ア ア

問題 ２ 適切な記号を記入しなさい。

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩

ア ソ ス カ コ ク サ イ ナ セ

問題 ３ 適切な記号を記入しなさい。

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩

エ イ イ エ イ イ ア オ オ ア

⑪ ⑫ ⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰ ⑱ ⑲ ⑳

ウ ウ オ ア エ ア オ ウ ウ ア

問題 ４ 適切な字句を記入しなさい。
前照灯

① 右 左

平成 ２５年 ２月 ８日 取 すれ違い灯

付

高 ７５ ７５

② さ ㎝ ㎝

平成 ２４年 ２月 １０日 下 下

光 ３ ㎝ ４ ㎝

軸 左・右 左・右

③ ④ ５ ㎝ ２０ ㎝

２００ １０ 主×１００ 主×１００

光 cd cd

度 副×１００ 副×１００

８２ cd ８４ cd

検査結果 適 ・ 否

※この欄には、何も記入しないで下さい。

問題１ 問題２ 問題３ 問題４ 合 計


